
（平成２４年２月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 725 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年 11 月から 49 年２月までの期間及び

56 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45年８月 

          ② 昭和 48年 11月から 49年２月まで 

          ③ 昭和 51年１月及び同年２月 

          ④ 昭和 52年６月から同年８月まで 

          ⑤ 昭和 53年４月 

          ⑥ 昭和 56年 12月 

                    ⑦  昭和 61年４月から 62年６月まで 

私は、昭和 45 年４月頃に 20 歳となった 44 年＊月＊日に遡って国民年

金に加入し、45 年６月の婚姻後は夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。 

保険料を未納のままにしていると、催告状と納付書が来るため、私の妻

と相談し、未納になっていた保険料を納付したのに、申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。             

妻は他界し、領収書等も見当たらないが調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人に係る国民年金被保険者台帳を見ると、昭

和 48年 11月から 49 年１月までの国民年金保険料は納付と記録されている

ものの、当該期間の保険料は同年８月 26 日に還付決定されていることが確

認できる。 

しかし、当該期間、申立人は国民年金の強制加入期間であり、納付済み

であった当該期間の保険料を還付する理由は見当たらず、不適切な事務処

理が行われている。 

また、昭和 49 年２月の保険料について、不適切な事務処理直後の期間で

あり、申立人は、「昭和 45 年６月の婚姻後は夫婦二人分の保険料を収納組

織へ納付した。」と主張しているところ、Ａ市が保管する申立人に係る国



民年金被保険者名簿の備考欄には組織納付と記載されている上、夫婦に係

る当該名簿の保険料納付記録欄を見ると、当該期間に近接する夫婦の納付

行動は基本的に同じであったことが確認でき、当該期間は、申立人の妻は

納付済みと記録されている。 

申立期間⑥について、申立人に係る国民年金被保険者台帳によると、当

該期間は、当時から国民年金の加入期間であり、Ｂ市が保管する昭和 56 年

度及び 57 年度国民年金保険料明細表を見ると、納付済期間の夫婦の納付日

は同一であることが確認できる上、申立人の妻は昭和 56 年 12 月の保険料

を納付していることから、申立人の申立期間⑥における保険料が未納とさ

れていることは不自然である。 

２ 一方、申立期間①、③、④及び⑤について、申立人に係る国民年金被保

険者台帳、国民年金被保険者台帳管理簿、Ｂ市が保管する国民年金被保険

者名簿及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿を見ると、当該期間は国

民年金の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期

間である。 

なお、オンライン記録によると、当該期間は、平成 11 年５月 14 日に国

民年金の加入期間として追加され、未納と記録されたものである。 

また、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

申立期間⑦について、申立人は、「夫婦一緒に保険料を納付した。」と

主張しているところ、夫婦ともに強制加入被保険者である昭和 61 年３月か

ら 63 年３月（申立期間⑦を含む。）までの夫婦の納付状況を見ると、ⅰ）

61 年 10 月から同年 12 月までは、申立人は未納となっているのに対し、申

立人の妻は 63 年 12 月 15 日に過年度納付しており、ⅱ）62 年 10 月から同

年 12 月までの保険料は夫婦ともに過誤納付（平成２年３月 14 日納付した

が、既に２年の時効期限が到来していたもの）したところ、申立人は当該

保険料を未納期間と記録されていた 63 年１月から同年３月までの保険料に

充当されているのに対し、申立人の妻は当該期間が既に納付済みであった

ことから還付となっており、これらの納付状況を踏まえると、申立期間⑦

に係る保険料は必ずしも夫婦一緒に納付していない状況がうかがえる。 

また、申立人の妻は既に死亡していることから、具体的な納付状況を確

認することができない上、申立人が申立期間⑦の保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間⑦の保険

料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48年 11月から 49年２月までの期間及び 56年 12月の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 

 



山口国民年金 事案 726 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年３月 

 私は、昭和 50 年４月頃に私が 20 歳となった 49 年＊月＊日に遡って国民

年金に加入し、毎月、定期的に集金に来ていた納付組織に国民年金保険料

を納付した。 

昭和 55 年春の結婚に伴いＡ市から転居したＢ町でも任意加入の手続をし、

毎月、金融機関の窓口で保険料を納付していたので、申立期間が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であり、申立人は 20 歳から国民年金に加入し、

婚姻後も昭和 55 年４月＊日から 61 年４月１日まで任意加入している上、申

立期間を除き国民年金加入期間の保険料を全て納付するなど、申立人の保険

料に関する納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳及び申立人が所持する年金手帳

を見ると、申立人の住所の変更（昭和 55 年３月 16 日）、婚姻による氏名の

変更及び任意加入被保険者への種別変更（昭和 55 年４月＊日）が確認できる

ことから、これらの手続を適切に行っている申立人が申立期間の保険料を未

納とするのは不自然である。 

さらに、申立人が所持している国民年金保険料現金領収証書を見ると、申

立人の主張のとおり、申立人が国民年金の加入手続を行った昭和 50 年４月よ

り前の国民年金加入期間である 49 年＊月から 50 年３月までの保険料を加入

手続を行った年度中の 51 年１月 29 日に過年度納付していることが確認でき

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

山口厚生年金 1134 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①、②、③及び④について、厚生年金保険被保険者と

して厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 34年４月７日から 36年４月７日まで  

             ② 昭和 39年８月 13日から 40年 12月 25日まで 

③ 昭和 42年１月 25日から 43年 12月頃まで 

④ 昭和 46年７月 29日から 48年 11月頃まで 

私は、申立期間①については、Ａ社がＢ市で経営していたＣ店７階のＤ

部に昭和 34 年４月から勤務していたにもかかわらず、同社の厚生年金保

険の被保険者記録が 36 年４月７日から同年 11 月 28 日までの期間となっ

ている。 

また、申立期間②及び③については、Ｅ社がＦ町で経営していたＧ店に

昭和 39 年８月から 43 年 12 月頃まで継続して勤務したにもかかわらず、

同社に係る厚生年金保険の被保険者記録が 40 年 12 月 25 日から 42 年１月

25日までの期間となっている。 

さらに、申立期間④については、Ｈ市のＩ社が関連していたＪ店に昭和

45 年 12 月から３年間継続して勤務したにもかかわらず、同社に係る厚生

年金保険の被保険者記録は同年 12 月１日から 46 年７月 29 日までの期間

となっている。 

いずれの事業所についてもＫ職として勤務し、給与明細書等は無いが、

厚生年金保険に加入していたはずなので、申立期間①、②、③及び④につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「私は、Ｃ店７階のＤ部に昭和 34 年４月

から勤務した。」と主張しているが、Ａ社は、「当社が保管している資料に



 

よると、Ｃ店は、従前３階建てであったが、昭和 35 年 10 月に８階建てに増

築し、同年 11 月に新装開店した。申立期間①当時の記録は他に保管しておら

ず、申立人の厚生年金保険料控除等について確認できない。」と回答してい

る。 

  また、申立人がＡ社に一緒に入社し、同じＤ部で勤務していたとして名前

を挙げた同僚は、「私は、Ｃ店が８階建てとなってからしばらくした後、申

立人と同じ頃にＡ社へ入社した。」と証言しているところ、同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該同僚の厚生年金保険被保険者資格

の取得日は、申立人とほぼ同じ昭和 36年４月１日であることが確認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿から、申立期間①における被保険者記録が確

認できた同僚 12 人に文書照会した結果、９人から回答があり、そのうち３人

は、「申立人を知っている。」と回答しているものの、申立人のＡ社への入

社時期並びに申立期間①における勤務状況及び保険料控除に係る回答は無く、

他の６人は、「申立人を知らない。」と回答している。 

加えて、前述の被保険者名簿によると、申立人は昭和 36 年４月７日に被保

険者資格を取得し、同年 11 月 28 日に被保険者資格を喪失したことが確認で

きるところ、当該記録はオンライン記録と一致している上、当該被保険者名

簿において、申立期間①に申立人の氏名は見当たらない。 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、「私は、Ｅ社が経営していたＧ店

に昭和 39年８月から 43年 12月頃まで勤務したにもかかわらず、同社に係る

厚生年金保険の被保険者記録は 40年 12月 25日から 42年１月 25日までの期

間となっている。」と主張しているが、適用事業所原簿によると、Ｅ社が厚

生年金保険の適用事業所となったのは昭和 40年 12月 25日であり、申立期間

②当時、同社は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人の記号

番号は、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となった日に払い出され、申立人

は被保険者資格を同日に取得していることが確認できるところ、同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間②において被保険者

資格を取得した者は確認できない。 

さらに、前述の被保険者原票において、申立期間③における被保険者記録

が確認できる複数の同僚は、「申立人がＥ社を退社した後、入れ替わりに申

立人の妻が同社に入社した。」と回答しており、申立人も「Ｅ社で私の妻と

一緒に勤務したことはない。」と供述しているところ、申立人の妻の同社に

おける被保険者資格の取得日は、申立人が同社で被保険者資格を喪失した後

の昭和 42年２月１日であることが確認できる。 

  加えて、Ｅ社は平成８年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、当時の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期間②

及び③における勤務実態及び保険料控除について確認することはできない上、



 

同社が適用事業所となった日に被保険者資格を取得している複数の同僚、及

び前述の被保険者原票により、申立期間③の同社における被保険者記録が確

認できる複数の同僚からも、申立人の申立期間②又は③における勤務実態及

び保険料控除を確認できる回答を得ることはできない。 

その上、前述の被保険者原票において、申立人は昭和 42 年１月 25 日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失したことが確認できるところ、当該記録はオ

ンライン記録と一致している上、申立期間③に申立人の被保険者原票は見当

たらない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人が所持する国民年金手帳に

よると、申立人は、申立期間③において、昭和 43 年５月 24 日付けでＢ市か

ら国民年金手帳記号番号が払い出され、同年５月 25 日付けで国民年金手帳の

交付を受け、42 年２月１日に遡って国民年金被保険者資格を取得している上、

43 年４月から同年 10 月までの国民年金保険料を納付していることが確認で

きる。 

３ 申立期間④について、申立人は、「私は、Ｉ社が関連していたＪ店に昭和

45 年 12 月から３年間継続して勤務したにもかかわらず、同社に係る被保険

者資格の喪失日は 46 年７月 29 日となっている。」と主張しているが、Ｉ社

は、「当時の人事記録等の資料は保管されておらず、当時の事業主も既に死

亡しており、申立人の勤務状況等は不明である。」と回答しており、申立人

の申立期間④における勤務実態及び保険料控除について確認することができ

ない。 

また、申立人は、「当時、Ｊ店で働いていたのは、私と私の妻のほかに一

時期手伝いの者がいた。」と供述しているところ、Ｉ社に係る被保険者原票

において、申立人の妻及び当該手伝いの者の氏名は確認できない上、申立期

間④における被保険者記録が確認できる複数の同僚から聴取したものの、申

立人を知っている者はおらず、申立人の申立期間④における勤務実態及び保

険料控除について確認することができない。 

さらに、申立人のＩ社における厚生年金保険及び雇用保険の被保険者期間

は符合している上、前述の被保険者原票において、申立人は昭和 46 年７月

29 日に被保険者資格を喪失したことが確認できるところ、当該記録はオンラ

イン記録と一致している上、申立期間④に申立人の被保険者原票は見当たら

ない。 

加えて、国民年金被保険者台帳によると、申立人は、申立期間④において、

国民年金に加入しており、昭和 46 年７月から 47 年３月までの国民年金保険

料は申請免除となっており、同年４月から 48 年３月までの保険料は納付し、

その後、同年４月から 58 年３月までの保険料は全額申請免除が承認されてい

ることが確認できる。 

 ４ このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④における厚生年金保険料の



 

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①、②、③及び④について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



 

山口厚生年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録

の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：  平成４年６月 30日から同年 12月１日まで 

   私は、平成４年３月に経営再建のため、Ａ社に役員として入社した。当

時、同社は多額の債務を抱えており、社会保険料を滞納していた。同年９

月頃、手形不渡りにより同社が倒産する恐れが生じたため、社会保険事務

所（当時）と相談し、社会保険料支払不能分を解消するため、同社の従業

員の健康保険厚生年金保険被保険者資格を遡って喪失させる処理を行うこ

ととした。 

    しかし、私には社会保険料の計算の知識が無かったため、全て社会保険

事務所に依頼し、白紙の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届及び適

用事業所全喪届に押印して提出したので、従業員の誰が、いつ、何日遡っ

て被保険者資格を喪失したかなどは、承知していない。 

   私が、同社の従業員の被保険者資格を遡及して喪失させる処理を社会保

険事務所に依頼したのは事実であるが、私は、平成４年 11 月末まで同社に

勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間のうち、平

成４年６月 30日から同年 10月 31日まで申立事業所に勤務していたことが確

認できる。 

また、オンライン記録によると、平成４年 10月 28日付けで同年６月 30日

に遡って申立人の申立事業所における厚生年金保険被保険者資格を喪失させ

る処理が行われ、同年 10 月１日の標準報酬月額の定時決定に係る記録が取り

消されていることが確認できる。 



 

しかしながら、申立人は、「私は、申立事業所には経営再建のために役員

として入社し、申立事業所及び関連事業所の会長という立場であった。」と

供述しているところ、商業登記簿謄本等によると、申立人は、申立期間当時、

申立事業所及び同社の関連事業所の取締役又は代表取締役であったことが確

認できる。   

また、申立人は、「申立期間当時、手形不渡りにより申立事業所が倒産す

る恐れが生じたため、社会保険事務所と相談し、支払不能分の保険料を解消

するため、従業員の被保険者資格を遡って喪失させる処理を行うことになり、

社会保険事務所に依頼の上、白紙の被保険者資格喪失届及び適用事業所全喪

届に押印して提出した。」旨供述しており、申立事業所における従業員の被

保険者資格を遡及して喪失させる届出を行ったことを認めている。 

   これらの事情等を含めて総合的に判断すると、申立人は申立事業所の業務

を執行する代表責任者として、自らの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に

係る遡及訂正処理に関与しながら、この処理が有効なものではないと主張す

ることは信義則上許されず、申立人の厚生年金保険の被保険者資格喪失日に

係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

山口厚生年金 事案 1136    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月頃から 47年３月３日まで 

          ② 昭和 49年６月１日から 50年４月 11日まで 

 私は、申立期間①及び②について、Ａ社でＢ職として勤務していた。大

型特殊免許は、Ａ社に入社後、Ｃ社Ｄ教習所で取得した。 

申立期間当時の社長や現場監督の名前を覚えているし、一緒に勤務して

いないが申立期間当時のことを私の友人が覚えているはずなので、調査し

て申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に入社後、Ｃ社Ｄ教習所において、大型特殊免許を取得

した。」と主張しているところ、申立人の戸籍の附票において昭和 49 年６月

18 日にＣ社Ｄ教習所の所在地に住所を異動していることが確認できること、

申立事業所に同年８月以降に勤務していたとする同僚が、「申立人が勤務し

ていた期間は覚えていないが、申立人のことは覚えている。」と供述してい

ること、申立人とは一緒に勤務していないが申立期間①及び②当時のことを

覚えているとして名前を挙げた申立人の友人は、「具体的な時期は分からな

いが、申立人はＥ社で勤務した前後の期間において申立事業所に勤務してい

たと思う。」と供述していることから判断すると、期間の特定はできないも

のの、申立人が申立事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、「健康保険、厚生年金保険事業所名簿」によると、申立事業所が

厚生年金保険の適用事業所になったのは昭和 47 年７月１日であり、申立期間

①において、申立事業所は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確

認できるところ、当該期間において、申立事業所に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる者は見当たらない。 



 

また、申立事業所は、昭和 57 年９月 21 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立事業所の閉鎖登記簿謄本によると、平成８年６月１

日に解散し、申立期間①及び②当時の事業主の所在は不明である上、申立人

が記憶している同僚も連絡が取れないことから、申立期間①及び②において、

申立人の勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

さらに、申立期間②について、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人が記憶している現場監督の一人に係る厚生年金

保険の被保険者記録が確認できないことなどから判断すると、申立期間②当

時、申立事業所は、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていた

とは限らない状況がうかがえる。 

加えて、申立事業所に係る前述の被保険者名簿において、申立人の氏名は

見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も見られないことから、申立人の被

保険者記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立期間①及び②において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申

立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

山口厚生年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年 11月 24日から 55年８月下旬頃まで 

 私は、昭和 54 年８月１日から 55 年８月下旬頃までＡ社に勤務し、同社

が業務運営を受託していたＢ事業所内のＣ店で主にＤ職に従事していたが、

同社に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日が 54 年 11 月 24 日と記録

されており納得できない。 

私がＡ社を退職した時期は、同社の次に勤務した事業所の勤務状況から

考えると、昭和 55 年８月下旬頃と思うので、厚生年金保険の被保険者記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立事業所を退職した時期は昭和 55 年８月下旬頃であると主張

しているところ、申立期間当時の事業主及び事務担当者は既に死亡している

上、申立事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった当時(平成 18 年８

月５日)の事業主は、｢申立事業所に関する資料は廃棄しており、私も申立期

間当時は在職していなかったので、何も分からない。｣と回答しており、申立

人の申立内容を裏付ける資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人は、「申立事業所の次に厚生年金保険被保険者資格を取得

（取得日は、昭和 55 年 10月 11日）しているＥ社に就職する前に、Ｆ社で短

期間のアルバイトをした。」と主張しているところ、Ｅ社は昭和 61 年７月１

日、Ｆ社は平成 21年 12月 29日にそれぞれ厚生年金保険の適用事業所でなく

なっている上、既に事業所を閉鎖しており、両事業所から申立人が申立事業

所を退職した時期を推認できる人事記録等の資料を得ることができない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間中に被保険者資格を取得していることが確認できる同僚は連絡先が



 

不明である上、申立期間の前後それぞれ２年の間に被保険者資格を有し、連

絡先が判明した 23 人に照会したところ 16 人から回答があったが、11 人は、

「申立人を知らない。」又は「当時の記憶が無く、分からない。」と回答し、

５人は、「申立人がＣ店に勤務していたことは記憶しているが、退職した時

期は知らない。」と回答しており、申立期間に係る勤務実態及び保険料の控

除状況についての具体的な供述が得られない。 

加えて、前述の被保険者原票において、申立期間の前６か月から後１年ま

での間に被保険者資格を喪失している者(当該喪失日から１か月以内に再度被

保険者資格を取得している者は除く。)のうち 10 人（申立人を含む。）の申

立事業所に係る雇用保険及び厚生年金保険の被保険者記録を見ると、一人は

雇用保険の被保険者記録が確認できなかったが、申立人を含む他の９人は雇

用保険の離職日と厚生年金保険の被保険者資格喪失日が符合していることが

確認できる。 

また、前述の被保険者原票によると、申立人は、昭和 54年 11月 24日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失し、当該資格喪失に伴い健康保険被保険者証

を同年 11 月 26 日に返納していることを示唆する記載が確認できるところ、

当該資格喪失日はオンライン記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


